
【平成16年11月版用　別冊】

2

４　課税物資であること
⑴
酒税収入は平成15年度当初予算額で約１兆
７千３百億円であり、（略）

（注） 租税収入に占める酒税収入の割合は
平成15年度当初予算で約4.0%

酒税収入は平成17年度当初予算額で約１
兆６千３百億円であり、（略）

（注） 租税収入に占める酒税収入の割合は
平成17年度当初予算で約3.4%

4

⑷②　「酒類の売場である」又は「酒類の陳
列場所である」旨及び「未成年者の飲酒は法
律で禁止されている」旨の適正な表示

⑷②　酒類の陳列場所における「酒類の売
場である」又は「酒類の陳列場所である」旨
及び「20歳以上の年齢であることを確認でき
ない場合には酒類を販売しない」旨の適正
な表示

5

（新規追加） 【酒類販売管理者に代わる責任者の指名の
基準】

別添１

6

１　記帳義務
イ　仕入に関する事項
　酒類の種類、品目別に、仕入数量、
ロ　販売に関する事項
　酒類の種類、品目別に、販売数量、

イ　仕入に関する事項
  酒類の種類、品目、税率の適用区分別に、
仕入数量、
ロ　販売に関する事項
　酒類の種類、品目、税率の適用区分別に、
販売数量、

10

〔参考〕酒類販売業者が酒類を輸入する場
合の税額の申告等
⑵イ(イ)
①
又は別送して輸入する酒類（商業目的は適
用不可（関税定率法第３条の２第２項第３
号））
（注）
１　（略）
２　上記①については、申告書をその地域の
所轄税関長に提出する必要があります。

①
又は別送して輸入する酒類（商業目的は適
用不可（関税法施行令第３条第１項、関税定
率法第３条の２第２項第３号））
（注）
１　（略）
２　上記①については、「携行品・別送品申
告書」をその地域の所轄税関長に提出する
必要があります。

別冊「平成17年９月現在・新旧対照表」
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13

２　酒類の表示の基準
　酒類業者は、酒類の種類等の表示義務の
ほか、財務大臣が定める、①酒類の製法・品
質等及び、②未成年者の飲酒防止に関する
事項の表示の基準を遵守することが義務づ
けられています。

　酒類業者は、酒類の種類等の表示義務の
ほか、財務大臣が定める、①酒類の製法・品
質等、②未成年者の飲酒防止に関する事項
及び③酒類の消費と健康との関係に関する
事項の表示の基準を遵守することが義務づ
けられています。

14

ロ　酒類の陳列場所における表示
　酒類小売業者は、（略）「未成年者の飲酒
は法律で禁止されている」旨の２つの表示を
しなければなりません。

（略）

（末尾）表示するものとされています。

　酒類小売業者は、（略）「20歳以上の年齢
であることを確認できない場合には酒類を販
売しない」旨の２つの表示をしなければなりま
せん。

（略）

（末尾）表示するものとされています。
　なお、平成17年９月31日までに、酒類の製
造免許又は販売業免許を取得した酒類小売
販売場においては、平成19年９月31日まで、
平成17年10月１日から平成18年３月31日ま
での間に酒類の製造免許又は販売業免許
を取得した酒類小売販売場においては、平
成18年３月31日まで、従前の「未成年者の飲
酒は法律で禁止されている」旨の表示による
ことができます。

16

⑶　地理的表示に関する表示基準
　地理的表示については、（略）を保護するこ
ととされています。
　この協定を受けて、酒類に関しては、「地理
的表示に関する表示基準」が定められ、「ぶ
どう酒、蒸留酒及び清酒」の地理的表示につ
いて、次のように取り扱うこととされています。
（注）　（略）

イ　世界貿易機関の加盟国においては、そ
の産地以外の地域を産地とするぶどう酒及
び蒸留酒に使用することが禁止されている産
地表示（例えば、ボルドーやコニャック等）を
その産地以外の地域を産地とするものに使
用してはならないとされています。
また、「種類」、「型」、「様式」、「模造品」等の
表現を伴う場合（例えば、ボルドー風やコ
ニャック風等）についても同様に使用すること
はできないとされています。

⑶　地理的表示に関する表示基準
　地理的表示については、（略）を保護するこ
ととされています。

（注）　（略）
我が国では、酒類に関しては、「地理的表示
に関する表示基準」（平成6年12月国税庁告
示）が定められており、「ぶどう酒、蒸留酒及
び清酒」の地理的表示について、次のように
取り扱うこととされています。
イ　日本国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地
のうち国税庁長官が指定するものを表示す
る地理的表示又は世界貿易機関の加盟国
のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地を表示する
地理的表示のうち当該加盟国において当該
産地以外の地域を産地とするぶどう酒若しく
は蒸留酒について使用することが禁止され
ている地理的表示は、当該産地以外の地域
を産地とするぶどう酒又は蒸留酒について
使用してはならないとされています。
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17
ロ　我が国においては、地理的表示として保
護するしょうちゅう乙類の産地として、「壱
岐」、「球磨」及び「琉球」の３地域を指定し、
その産地以外の地域を産地とするものに当
該地域名を使用してはならないとされていま
す（「ぶどう酒及び蒸留酒の産地の指定告
示」（平成7年6月国税庁告示））。

　（注）我が国においては、平成７年６月、国
税庁長官が国内で保護するしょうちゅう乙類
の産地について、壱岐焼酎の産地である「壱
岐」、球磨焼酎の産地である「球磨」、琉球泡
盛の産地である「琉球」を指定しており、これ
らの産地を表示する地理的表示は、当該産
地において定められた方法で製造されたしょ
うちゅう乙類以外については使用することは
できないとされています。
ロ　清酒の産地のうち国税庁長官が指定す
るものを表示する地理的表示は、当該産地
以外の地域を産地とする清酒について使用
してはならないとされています。
ハ　ぶどう酒、蒸留酒及び清酒については、
当該酒類の真正の原産地が表示される場合
又は地理的表示が翻訳された上で使用され
る場合若しくは「種類」、「型」、「様式」、「模
造品」等の表現を伴う場合においても使用し
てはならないとされています。

18

１　未成年者飲酒禁止法
⑵　未成年者が飲用することを知って酒類を
販売又は供与した場合には、50万円以下の
罰金に処せられます。また、未成年者飲酒禁
止法の規定に違反し罰金の刑に処せられた
場合、酒税法の規定により酒類販売業免許
等の取消事由となります。

⑶　（略）

⑷　（新規追加：上記⑵を転記）

⑵　親権者等は、その子どもが飲酒している
ことを知った場合には、これを制止しなけれ
ばならず、制止しない場合には、科料に処せ
られます。

⑶　（略）

⑷　未成年者が飲用することを知って酒類を
販売又は供与した場合には、50万円以下の
罰金に処せられます。また、未成年者飲酒
禁止法の規定に違反し罰金の刑に処せられ
た場合、酒税法の規定により酒類販売業免
許等の取消事由になります。

20

⑴　自動販売機のみによる酒類小売業免許
自動販売機のみによる酒類小売業免許は付
与しないことに取り扱われています。

自動販売機のみによる酒類小売業免許は未
成年者飲酒防止及び交通事故防止の観点
から付与しないことに取り扱われています。

20

⑸　中央酒類審議会報告
「アルコール飲料としての酒類の販売の在り
方について（中間報告）」

「アルコール飲料としての酒類の販売等の在
り方について（中間報告）」

20
21

（7）　酒類販売業等に関する懇談会のとりま
とめ
（末尾）「できるだけ酒類業界の自主的な取
組によることが必要」としています。

（末尾）「できるだけ酒類業界の自主的な取
組によることが必要」としています。
　さらに、平成16年２月に再開された懇談会
においても、未成年者飲酒防止への取組の
ひとつの対応策として、「成人識別機能のな
い従来型の酒類自動販売機の完全な撤廃」
が示されています。
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21

⑻　自動販売機の撤廃に向けた今後の取組
　国税庁及び全国小売酒販組合中央会に
おいては、酒類販売業等に関する懇談会の
とりまとめを踏まえ、今後、酒類の自動販売
機の撤廃に向けたアクションプログラムを策
定し、同アクションプログラムに沿って酒類の
自動販売機の撤廃に向けた取組を推進して
いく予定です。

《参考》 酒類の自動販売機の設置状況
　平成15年４月１日現在、全国の従来型機の
設置台数は、約５万４千台です。
　全国小売酒販組合中央会が撤廃決議した
直後（平成８年３月31日現在）の全国の従来
型機の設置台数約18万６千台の約29％にま
で減少してきています。

　国税庁では、引き続き従来型機の撤廃に
ついて適切な指導を行うとともに、やむを得
ず酒類自動販売機を設置する場合には、改
良型機を設置し適切な管理を行うよう指導を
徹底することとしています。また、今後、全国
小売酒販組合中央会とも連携し、従来型機
の撤廃、改良型機への移行、より長期的に
はすべての酒類自動販売機の撤廃に向け
た取組についての検討を進めていくこととし
ています。

《参考》 酒類の自動販売機の設置状況
平成17年４月１日現在、全国の従来型機の
設置台数は、約３万１千台です。
　全国小売酒販組合中央会が撤廃決議した
直後（平成８年３月31日現在）の全国の従来
型機設置台数約18万６千台の約16％にまで
減少してきています。

22 酒類自動販売機の設置台数の推移 別添２ データの更新

23

⑶　酒類の自動販売機の設置禁止条例等
　青森県深浦町などの地方公共団体におい
ては、酒類の自動販売機の撤去や設置する
場合の適切な管理などを内容とした条例が
制定されています。
《参考》酒類の自動販売機の設置禁止条例
を制定している地方公共団体

  鳥取県、愛媛県などの地方公共団体にお
いては、酒類の自動販売機の撤去や設置す
る場合の適切な管理などを内容とした条例
が制定されています。

24

１　私的独占の禁止及び公正取引の確保に
関する法律
⑵
　特殊指定は、百貨店・スーパー業、新聞
業、海運業、教科書業、食品かん詰業の５業
種と、

　特殊指定は、百貨店・スーパー業（平成17
年11月１日より「大規模小売業者による納入
業者との取引における特定の不公正な取引
方法」（大規模小売業告示）が施行されるの
に伴い、百貨店業告示は廃止。）、新聞業、
海運業、教科書業、食品かん詰業、物流業
の６業種と、

主 な 条 例 の 内 容 

○ 酒類自動販売機を撤去すること 
○ 酒類は午後 11 時から午前５時に販
売しないこと 
○ 酒類の自動販売機を屋外に設置し
ないこと 

○ 酒類は対面販売を行うこと 
○ 酒類の自動販売機を屋内その他適
切な管理が行える場所に設置するこ
と 

○ 屋外に設置する自動販売機による
酒類の販売を午前 5 時から午後 11 時
までとすること 

 

地方公共団体名 条  例  名 主 な 内 容 

青森県 

深浦町 

自動販売機の適正な管理に

関する条例 

○ 酒類の自動販売機を屋外に設置しないこと 

岩手県 

一関市 

酒類の自動販売機の設置に

関する条例 

○ 酒類自動販売機を撤去すること 

○ 酒類は午後 11 時から午前 5時に販売しないこと 

埼玉県 

秩父市 

酒類自動販売機の適正な設

置及び管理に関する条例 

○ 酒類の自動販売機を屋外に設置しないこと 

○ 酒類は対面販売を行うこと 

大分県 青少年の飲酒及び喫煙の防

止に関する条例 

○ 酒類の自動販売機を屋内その他適切な管理が行える

場所に設置すること 

○ 屋外に設置する自動販売機による酒類の販売を午前 5

時から午後 11時までとすること 
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25

１⑶
　ハ（略）
　ニ（新規追加）

ハ（略）
ニ　優越的地位の濫用
　取引関係において優越した地位にある大
企業が、取引の相手方に対して不当な要求
をすることは、違法となります。例えば、酒類
小売業であれば、大規模小売業者が酒類を
納入している酒類卸売業者に対し押し付け
販売をしたり、売場の改装費用を負担させた
りすることなどが該当します。

25

１⑷
「酒類の流通における不当廉売、差別的対
価等への対応について」(平成12年11月24
日)を発出しています。

「酒類の流通における不当廉売、差別的対
価等への対応について」(平成12年11月24
日。平成13年４月２日に更なる明確化。)を発
出しています。

26

２⑴ロ〔概要〕
○　共同懸賞による景品類の最高額及び総
額の制限
（注） ①及び②両方の限度内でなければな
らない。

（注） ①及び②両方の限度内でなければな
りません。
共同懸賞とは、次のような場合で、事業者が
共同して景品類を提供するものをいいます。
・一定の地域の小売業者等の相当多数が共
同して行う場合
・商店街等で相当多数の商店等が共同して
行うもので、中元、年末等の時期に、年３回、
70日間を限度として行う場合
・一定の地域の一定の種類の事業者が相当
多数共同して行う場合

27

２⑴ハ〔概要〕
○　広告において、くじの方法等（オープン
懸賞）で提供できる経済上の利益の最高額
は1,000万円

○　商品の購入等を条件としない（取引に附
随しない）で広告において応募し、くじの方
法等（オープン懸賞）により提供できる経済
上の利益の最高額は1,000万円まで

40

６　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律等
　ドメスティック・バイオレンス
（DomesticViolence=DV）や児童虐待の背景
には、（略）一つであると考えられています。
　一方、①配偶者からの暴力を（略）に基づ
き、速やかに配偶者暴力相談支援センター
又は警察官に通報するよう努めなければなら
ないこと、②児童虐待を受けた児童を発見し
た者は、「児童福祉法」の規定に基づき、
（略）定められています。
　

　アルコールがＤＶや児童虐待に及ぼし得る
影響をかんがみて、

　配偶者からの暴力（いわゆるＤＶ
=DomesticViolence）や児童虐待の背景に
は、（略）一つであると考えられています。
　一方、配偶者からの暴力を（略）に基づき、
その旨を配偶者暴力相談支援センター又は
警察官に通報するよう努めなければならない
ことが、国民一般の努力義務として定められ
ています。また、児童虐待を受けたと思われ
る子どもを発見した者は、「児童虐待の防止
等に関する法律」の規定に基づき、（略）定
められています。
　アルコールが配偶者からの暴力や児童虐
待に及ぼし得る影響をかんがみて、
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40

７　道路法
　 商品置場、酒類自動販売機、看板等を継
続して道路

　 商品置場等を継続して道路 下線部削除

40

８　労働基準法
⑴
禁じられています。ただし、交替制使用の場
合には16歳以上の男性を従事させることが
できます。
（注） 交替制使用とは、同一労働者を一定期
間内において昼間と夜間を交代で労働使用
することです。

禁じられています。 下線部削除

41

〔参考〕 特定商取引に関する法律
１　通信販売についての広告義務
⑥　事業者（法人の場合）の代表者名、又は
通信販売業務の責任者名

⑦　申込みの有効期限

⑧　価格や送料以外の付帯的費用

⑨　（略）

⑩　商品の販売数量の制限、その他特別な
販売条件

⑥　事業者（法人の場合）の代表者名、又は
通信販売業務の責任者名（インターネット等
により広告をする場合のみ）
　
⑦　申込みの有効期限（有効期限がある場
合のみ）
⑧　価格や送料以外の付帯的費用（付帯的
費用がある場合のみ）

⑨　（略）

⑩　商品の販売数量の制限、その他特別な
販売条件（販売条件がある場合のみ）

43
44

〔参考〕急性アルコール中毒による搬送者数 〔参考〕東京消防庁管内における急性アル
コール中毒による搬送者数

別添３

データの更新

91

（新規追加） 平成16年12月「酒類販売業等に関する懇談
会」の取りまとめについて

別添４

92

２　未成年者の飲酒防止に関する表示基準
（抄）
　　（酒類の陳列場所等における表示）
　４　酒類小売販売場（略）「未成年者の飲酒
は法律で禁止されています」

　酒類小売販売場（略）「20歳以上の年齢で
あることを確認できない場合には酒類を販売
しない」

９３
～
９８

３　酒類の陳列場所等における表示
　 「未成年者の飲酒は法律で禁止されてい
ます」

　「20歳以上の年齢であることを確認できな
い場合には酒類を販売しない」

各記載箇所を
改める。

104 ５　地理的表示に関する表示基準 別添５ 全部差替え

110

《容器への注意表示》
（新規追加）

《容器等への注意表示》
５．酒類の陳列場所における表示につい
て、より確実に未成年者の酒類の購入を防
止するため、「未成年者の飲酒は法律で禁
止されている」旨の表示を「20歳以上の年
齢であることを確認できない場合には酒類
を販売しない」旨の表示に改正（平成17年
10月～）
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【平成16年11月版用　別冊】

頁 備考旧 新

131

２０　主な環境関係法令等
廃棄物処理法
①　廃棄物の適正処理

（略）

廃棄物・リサイクル対策に関する個別法
（新規追加）

グリーン購入法（略）

①　廃棄物の排出抑制

（略）

廃棄物・リサイクル対策に関する個別法
自動車リサイクル法
（平成14年法律第87号）
　対象物：自動車
　義務者：自動車の製造事業者等

グリーン購入法（略）

132

４．各法令の概要
（新規追加）

○　グリーン購入法（略）

○　自動車リサイクル法（使用済自動車の再
資源化等に関する法律）
　使用済自動車のリサイクル・適正処理を図
ることを目的に、自動車製造業者及び輸入
業者に対して、使用済自動車の処理工程で
発生するフロン類、エアバック類及びシュレッ
ダーダストの３品目について引き取り及びリ
サイクルを義務付けている。
　自動車の所有者は、自動車の所有時にリ
サイクル料をあらかじめ資金管理法人に預
託する（平成15年1月11日施行）。

○　グリーン購入法（略）

147
～
149

２７　きき酒用語
⑴清酒
　　（「香り」の「悪い」に新規追加）

⑵しょうちゅう乙類
　　（「香り」の「悪い」に新規追加）

⑶ワイン
　　（「香り」の「悪い」に新規追加）

炭臭
多量の炭の使用又は炭漏れによるくせ。

ゴム臭
ゴムの移り香、又はゴムと思われる臭い。

アルデヒド臭
主にアセトアルデヒドの刺激的な臭い。
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【平成16年11月版用　別冊】

頁 備考旧 新

150 28　酒税収入の累年比較 別添６ データの更新

152 30　酒類の課税数量の推移 別添７ データの更新

153 31　酒類の輸入数量の推移 別添８ データの更新

154
32　特定名称の清酒のタイプ別課税移出数
量の内訳表（国税局分）

別添９ データの更新

155
33　各国別人口１人当たりアルコール飲料消
費数量の推移

別添１０ データの更新

156 34　酒類業組合等構成図表 別添１１ データの更新

159

（新規追加） 37　「未成年者の飲酒防止に関する表示基
準」の実施状況等報告書

別添１２

163

酒税法
第九条
料理店その他酒類をもっぱら自己の営業場 料理店その他酒類をもつぱら自己の営業場

165

酒税法
第六十条
三　第五十条の二の規定による届出を怠り、
又は偽つた者

三　第五十条の二第一項又は第二項の規定
による届出を怠り、又は偽つた者

166

酒税の保全及び酒類業組合等に関する法
律施行令
第八条の四
（新規追加） 三　酒類の消費と健康との関係に関する事

項

168

酒税の保全及び酒類業組合等に関する法
律施行規則
第十一条の八
一　その販売場において酒類の販売業務を
開始するときまでに選任すること。

一　その販売場において酒類の販売業務を
開始するときまでに選任すること。ただし、酒
類卸売業者以外の酒類販売業者は、その販
売場において酒税法第九条第一項の規定
により酒類の販売業免許を受けた後遅滞な
く選任すること。

172

４　未成年者の飲酒防止に関する表示基準
（国税庁告示）
　最終改正：平成15年　国税庁告示第４号 　最終改正：平成17年　国税庁告示第22号
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【平成16年11月版用　別冊】

頁 備考旧 新

180

２　輸入品に関する内国消費税の徴収等に
関する法律
第一条、二条
　石油税法

第一条、二条
　石油石炭税法

各記載箇所を
改める。

181

３　食品衛生法
第三条　２
　食品衛生法上の 食品衛生上の

下線部削除

182

３　食品衛生法
第七十八条　使用人その他の従業員が、そ
の法人

第七十八条　使用人その他の従業者が、そ
の法人

186

８　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律
第六条　配偶者からの暴力を 第六条　配偶者からの暴力（配偶者又は配

偶者であった者からの身体に対する暴力に
限る。以下この章において同じ。）を

186

９　児童虐待の防止等に関する法律
　児童虐待を受けた児童を発見した者は、速
やかに、これを児童福祉法（昭和二十二年
法律第百六十四号）第二十五条の規定によ
り通告しなければならない。

　児童虐待を受けたと思われる児童を発見し
た者は、速やかに、これを市町村、都道府県
の設置する福祉事務所若しくは児童相談所
又は児童委員を介して市町村、都道府県の
設置する福祉事務所若しくは児童相談所に
通告しなければならない。

186

10　児童福祉法
　保護者のない児童又は保護者に監護させ
ることが不適当であると認める児童を発見し
た者は、これを福祉事務所若しくは児童相談
所又は児童委員を介して福祉事務所若しく
は児童相談所に通告しなければならない。

　要保護児童を発見した者は、これを市町
村、都道府県の設置する福祉事務所若しく
は児童相談所又は児童委員を介して市町
村、都道府県の設置する福祉事務所若しく
は児童相談所に通告しなければならない。
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【酒類販売管理者に代わる責任者の指名の基準】 

次の⑴～⑺に掲げるいずれかに該当する場合には、その

に従事する者の中から酒類販売管理者に代わる者を「責任

配置していただくようお願いします。 

⑴ 夜間（23 時から翌日５時）において、酒類の販売を行う

⑵ 酒類販売管理者が常態として、その選任された販売場に長

ることがある場合 

⑶ 酒類売場の面積が著しく大きい場合（100 平方メートル以

この場合、100 平方メートルを超えるごとに、１名以上の

⑷ 同一建物内において酒類売場を設置している階が複数ある

この場合、酒類販売管理者のいない各階ごとに、１名以上

  ただし、レジスター等により代金決済をする場所が各階に

つ、酒類販売管理者のみで酒類の適正な販売管理が確保でき

管理者に代わる責任者を指名しなくても差し支えありません

⑸ 同一の階にある複数の酒類売場が著しく離れている場合（

⑹ 複数の酒類売場が著しく離れていない場合であっても、同

著しい場合（３箇所以上ある場合） 

⑺ その他酒類販売管理者のみでは酒類の適正な販売管理の確
 

販売場において酒類の販売業務

者」として必要な人数を指名し、

場合 

時間（２～３時間以上）不在とな

上の場合） 

責任者を指名してください。 

場合 

の責任者を指名してください。 

なく１か所にしかない場合で、か

ると認められる場合は、酒類販売

。 

20 メートル以上離れている場合）

一の階において酒類売場の点在が

保が困難と認められる場合 

【平成16年 11月版用 別添１】 



 

 
 

酒類自動販売機の設置台数の推
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〔参考〕東京消防庁管内における急性アルコール中毒による

  ○ 過去５年間の急性アルコール中毒による搬送人数

15,00113,79813,293
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9,120

8,8378,521

5,224
4,678

4,4564,266

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成11年 平成12年 平成13年 平成14年

（人）

  

  ○ 平成 15 年中の急性アルコール中毒による搬送人

     

( 

30歳代
17.5%
(2,555)

40歳代
8.8%
(1,283)

50歳代
9.7%
(1,413)

60歳以上
11.4%
(1,657)

20歳未満
7.3%
(1,068)
【平成16年 11月版用 別添3】 

搬送者数（東京消防庁調べ） 

の推移 

14,582

9,645

4,937

平成15年

合計

男性

女性

 

数の年齢別表 

 　) 内は人数

20歳代
45.3%
(6,606)

 



「酒類販売業等に関する懇談会」の取り

 
酒類販売を取り巻く環境が大きく変化するなかで、これ

売管理に対する社会的要請へのさらなる対応としてどのよ

を行うため、本年 2月に当懇談会を再開した。 
再開後の懇談会では、前回の「酒類販売業等に関する懇

月「酒類小売業を中心とした酒類業等の現状と課題」）にお

類取引の適正性や販売管理体制などの適正性を確保するた

ることが必要である」との指摘がなされている経緯等を踏

を伺い、また、欧米諸国の酒類販売規制の現状についても

ってきた。 
この度、懇談会における検討結果が、「酒類販売業等に対

応のあり方」として座長により取りまとめられたところで

 
【懇談会の開催実績】 
〔第 11回〕平成 16年 2月 24日 

（懇談会再開の趣旨及び経緯等（国税庁より説明）

〔第 12回〕平成 16年 3月 24日 
（酒類業界・酒類行政の現状等と前回の取りまとめ

〔第 13回〕平成 16年 4月 2日 
～〔第 17回〕平成 16年 5月 31日 

（関係省庁、各方面の専門家からのヒアリング） 
〔第 18回〕平成 16年 6月 8日、〔第 19回〕平成 16年 6月
     （関係業界からのヒアリング） 
〔第 20回〕平成 16年 7月 5日 
     （これまでのヒアリングのポイント整理等） 
〔第 21回〕平成 16年 9月 22日、 
〔第 22回〕平成 16年 10月 13日 
     （主要国における酒類販売に係る諸規制の実態調査

〔第 23回〕平成 16年 10月 25日、 
〔第 24回〕平成 16年 11月 10日 
     （これまでの議論の整理） 
〔第 25回〕平成 16年 11月 22日、 
〔第 26回〕平成 16年 11月 29日 
     （フリー・ディスカッション、とりまとめ） 
（注）本年 2月の懇談会再開後の実績のみ掲げた。 

（参考）取りまとめの全文は、国税庁のウエッブサイトに掲載

http://www.nta.go.jp/category/kenkyu/sake/2922/01.
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平成 16年 12月 

国 税 庁 
 

まとめについて 

までの取組を踏まえ、酒類の販

うな施策が考えられるかの検討

談会」取りまとめ（平成 14年 9
いて、「人口基準廃止以降の酒

めの措置の整備を段階的に進め

まえ、幅広い観点からのご意見

、現地調査を実施し、検討を行

する社会的要請へのさらなる対

ある。 

） 

の対応状況（国税庁より説明）） 

22日 

報告） 

 
されています。 
htm 
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「酒類販売業等に関する懇談会」名簿 

                            （敬称略） 

        

（座  長）奥村 洋彦    学習院大学経済学部教授 

（座長代理）田中 利見    上智大学経済学部教授 

跡田 直澄    慶應義塾大学商学部教授 

       井岸 松根    社団法人日本加工食品卸協会専務理事 

      宇賀 克也    東京大学法学部教授 

      岡本 勝     広島大学総合科学部教授 

      神崎 宣武    民俗学者 

      小宮 信夫    立正大学文学部助教授 

須磨 佳津江   キャスター 

      田嶼 尚子    東京慈恵会医科大学内科学講座主任教授 

      寺沢 利雄    財団法人流通経済研究所客員研究員 

      本間 千枝子   随筆家 

水谷 研治    中京大学大学院教授 

      御船 美智子   お茶の水女子大学生活科学部教授 

      矢島 正見    中央大学文学部教授 

山下 友信    東京大学大学院法学政治学研究科教授 
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【平成16年 11月版用 別添4】 
 

社会的な要請への今後の対応のあり方（概要） 
 

 

 本懇談会では、酒類販売等に対する社会的な要請のうち最も重要な課題の一つである「未

成年者飲酒防止への取組」と「適正飲酒の定着」を取り上げ、今後の具体的な施策につい

て検討した。その検討結果は、次のとおりである。 
酒税の保全を目的とする免許制度による規制では、社会的な要請に十分に対応すること

は困難であり、酒類販売に係る行為規制を広く検討の対象とする必要がある。なお、諸外

国の酒類小売業に係る参入規制を見ると、国・地域により様々であり、国際的な整合性の

ある制度は見い出し難い。 

また、諸外国では､若者の集団飲酒による秩序違反（ディスオーダー）やアルコポップス

と呼ばれる低アルコール飲料の若者への普及が社会問題となっている。我が国でも、都市

部の繁華街等において青少年の飲酒行動が問題視されており、早急な対応が望まれるとこ

ろである。 

 未成年者の飲酒防止等の取組に当たっては、関係省庁や業界等とより一層連携して総合

的に推進する必要があるが、「未成年者飲酒防止への取組」等の社会的要請に対する具体的

な対応策は、以下のとおりである。 

 

(1) 未成年者飲酒防止への取組 

イ 未成年者飲酒禁止法違反に係る取締り・罰則の更なる強化の要請 

 ロ 広告宣伝の自主規制の見直し・遵守の徹底、製品等への実効性のある表示とするた

めの内容、方法等の見直しの検討 

ハ 飲食店も含めた酒類の販売・提供業者による酒類購入者の年齢確認の徹底、年齢確

認の社会での定着 

ニ 成人識別機能のない従来型の酒類自動販売機の完全な撤廃 

ホ 一定時間・場所における酒類販売を条例等により規制する等の地域の実情に応じた

取組 

へ 学校における体験学習や地域学習等を通じた飲酒教育の実施、家庭における未成年

である我が子の飲酒防止が親の責務であるとの意識の醸成 

ト 未成年者飲酒防止の観点からの過度な販売競争の抑制 

 

(2) 適正飲酒の定着 

イ 消費者自身による健康の自己管理を促すための普及啓発 

ロ 妊産婦の飲酒に関する警告表示の義務化の検討 

ハ 大量飲酒に関する注意表示の自主ルール化の検討 

ニ 健康に効果のある酒類の研究開発に期待 
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【平成16年11月版用　別添4】

１　この１年間の飲酒経験 ２　飲酒回数　（中高生全体）

年に数回 月２・３回
40.9% 15.8%

年に１回 月に１回位 週１回位
15.5% 14.0% 8.6%

週２・３回以上 無回答
4.3% 1.0%

３　購入場所　（中高生全体） ４　飲酒場所　（中高生全体）

　 　
　

　 　 　
　 　

　 　
　

５　未成年者飲酒禁止法による検挙人員 ６　飲酒で補導された少年の数 　

（人） （人） 　

　

(出典）　１～４は、「青少年とタバコ等に関する調査研究報告書」（平成13年1月総務庁青少年対策本部）

　　　     ５・６は、警察庁調べ。

未成年者飲酒の実態
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５ 地理的表示に関する表示

 
 
 

改正

 
 

地理的表示に関する表示基準を定

 
 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（昭和 28 年法律

第 86 条の６第１項の規定に基づき、地理的表示に関する表示

７年７月１日から適用することとしたので、第 86 条の６第２

  

 
地理的表示に関する表示基準

 

（定義） 

１ 次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

⑴ 「地理的表示」とは、次号から第４号に掲げる酒類に

会的評価その他の特性が当該酒類の地理的原産地に主と

当該酒類が世界貿易機関の加盟国の領域又はその領域内

とするものであることを特定する表示をいう。  

⑵ 「ぶどう酒」とは、酒税法（昭和 28 年法律第６号）第

類のうち、ぶどうを原料とした酒類をいう。  

⑶ 「蒸留酒」とは、酒税法第３条第５号、第９号及び第

ウイスキー類及びスピリッツ類スピリッツをいう。  

 ⑷ 「清酒」とは、酒税法第三条第三号に規定する清酒を

⑸ 「使用」とは、酒類製造業者又は酒類販売業者が行う

う。 

イ 酒類の容器又は酒類の包装に地理的表示を付する行

ロ 酒類の容器又は酒類の包装に地理的表示を付したも

若しくは引き渡しのために展示し、又は輸入する行為

ハ 酒類に関する広告、定価表又は取引書類に地理的表

する行為   

 z 
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基準 

平成６年 12 月 28 日 
国税庁告示第４号 

 平成17年国税庁告示第23号 

める件 

第７号。以下「法」という。）

基準を次のように定め、平成

項の規定に基づき告示する。 

 

ろによる。 

関し、その確立した品質、社

して帰せられる場合において、

の地域若しくは地方を原産地

３条第８号に規定する果実酒

10 号に掲げるしょうちゅう、

いう。 

行為で、次に掲げる行為をい

為   

のを譲渡し、引き渡し、譲渡

   

示を付して展示し、又は頒布
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（地理的表示の保護）  

２ ぶどう酒、蒸留酒及び清酒の地理的表示の保護は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 日本国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地のうち国税庁長官が指定するものを表示す

る地理的表示又は世界貿易機関の加盟国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地を表示する

地理的表示のうち当該加盟国において当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒若し

くは蒸留酒について使用することが禁止されている地理的表示は、当該産地以外の地域

を産地とするぶどう酒又は蒸留酒について使用してはならない。 

 ⑵ 清酒の産地のうち国税庁長官が指定するものを表示する地理的表示は、当該産地以

外の地域を産地とする清酒について使用してはならない。 

⑶ 前各号の規定は、当該酒類の真正の原産地が表示される場合又は地理的表示が翻訳

された上で使用される場合若しくは「種類」、「型」、「様式」、「模造品」等の表現を伴

う場合においても同様とする。  

  

（適用除外）  

３ 次の各号に掲げる場合には、前項の規定は適用しない。 

⑴ ぶどう酒又は蒸留酒を特定する世界貿易機関の他の加盟国の特定の地理的表示を、

平成６年４月 15 日前の少なくとも 10 年間又は同日前に善意で、当該加盟国の領域内

においてぶどう酒又は蒸留酒について継続して使用してきた場合  

⑵ 原産国において保護されていない若しくは保護が終了した地理的表示又は当該原産

国において使用されなくなった地理的表示である場合  

  

附則（平成 17 年国税庁告示第23号） 

この告示は、平成 17 年 10 月１日から施行する。 

  2/2 
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28　酒税収入の累年比較

間 接 税

総　　額 対 前 年 比 収　入　額 対 前 年 比 対国税収入 比　　率

昭和 億円 ％ 億円 ％ ％ ％

15 42                  －                  3                    －                  6.7                 30.5                

20 115                 －                  11                  －                  9.7                 30.3                

25 5,702              －                  1,054              －                  18.4                43.0                

30 9,364              －                  1,605              －                  17.1                48.6                

35 18,010            －                  2,485              －                  13.8                45.7                

40 32,785            －                  3,529              －                  10.8                40.8                

45 77,733            120.5              6,136              110.0              7.9                 33.9                

50 145,042           92.1                9,140              108.7              6.3                 30.7                

55 283,688           113.7              14,243            97.5                5.0                 28.9                

56 304,551           107.4              16,639            116.8              5.5                 29.9                

57 320,031           105.1              17,713            106.5              5.5                 29.2                

58 341,621           106.7              18,126            102.3              5.3                 29.0                

59 367,748           107.6              18,600            102.6              5.1                 28.5                

60 391,502           106.5              19,315            103.8              4.9                 27.2                

61 428,510           109.5              19,725            102.1              4.6                 26.9                

62 478,068           111.6              20,815            105.5              4.4                 26.7                

63 521,938           109.2              22,021            105.8              4.2                 26.8                

平成元 571,361           109.5              17,861            81.1                3.1                 25.8                

2 627,798           109.9              19,350            108.3              3.1                 26.3                

3 632,110           100.7              19,742            102.0              3.1                 26.7                

4 573,964           90.8                19,610            99.3                3.4                 29.3                

5 571,142           99.5                19,524            99.6                3.4                 30.6                

6 540,003           94.5                21,127            108.2              3.9                 33.4                

7 549,630           101.8              20,610            97.6                3.8                 33.9                

8 552,261           100.5              20,707            100.5              3.7                 34.7                

9 556,003           100.7              19,619            94.7                3.5                 36.6                

10 511,975           92.1                18,983            96.8                3.7                 40.7                

11 492,138           96.1                18,717            98.6                3.8                 42.8                

12 527,209           107.1              18,164            97.0                3.5                 38.7                

13 499,684           94.8                17,654            97.2                3.5                 40.5                

14 458,442           91.7                16,804            95.2                3.7                 43.7                

15 453,694           99.0                16,842            100.2              3.7                 43.9                

16 465,267           102.6              16,570            98.4                3.6                 42.4                

17 472,148           101.5              16,250            98.1                3.4                 42.7                

（注） 本表は、国税のみについて作成したが、国税には、地方道路税及び特別とん税等を含み、
　　 平成15年度までは決算額、平成16年度は補正後予算額（案）、平成17年度は当初予算額(案)
　　 である。

年　　度
酒　　　税　　　収　　　入国　 税　 収　 入
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　　年　度

平 6 11 14 15 16
 種類別 対6年度比 対11年度比

KL KL KL KL KL ％ ％

清　　　　　酒 1,243,259 1,060,932 897,671 841,631 752,969 60.6 71.0

合  成  清  酒 47,956 56,847 67,250 64,275 63,899 133.2 112.4

し ち 甲　　類 341,808 410,157 482,925 511,423 518,930 151.8 126.5

ょ ゅ 乙　　類 275,267 345,762 395,007 470,545 534,366 194.1 154.5

う う 計 617,074 755,925 877,932 981,968 1,053,295 170.7 139.3

み　り　ん 91,874 158,254 106,653 108,518 107,853 117.4 68.2

ビ　ー　ル 7,412,774 5,820,003 4,299,056 3,955,480 3,837,413 51.8 65.9

果酒 果　実　酒 145,690 278,503 269,665 247,995 240,791 165.3 86.5

　 甘味果実酒 11,161 15,744 10,048 8,287 7,070 63.3 44.9

実類 計 156,851 294,253 279,715 256,283 247,862 158.0 84.2

ウキ ウイスキー 168,485 130,880 105,684 96,664 86,117 51.1 65.8

イ｜ ブランデー 35,897 22,638 14,898 13,381 11,260 31.4 49.7

ス類 計 204,379 153,517 120,581 110,047 97,376 47.6 63.4

スピリッツ類 32,925 25,560 29,224 52,391 81,178 246.6 317.6

リキュール類 222,861 388,161 587,000 615,134 732,331 328.6 188.7

 発  泡  酒 31,064 1,441,285 2,645,677 2,526,827 2,307,609 7,428.6 160.1

雑酒 粉  末  酒

その他の雑酒

計 41,095 1,452,426 2,657,654 2,581,053 2,579,149 6,276.1 177.6

合　　　　　計 10,071,062 10,165,886 9,922,747 9,566,774 9,553,326 94.9 94.0

（注）16年度は速報値である。

30  酒類の課税数量の推移（国税局分及び税関分の合計）

10,029 11,140 11,977 54,225 271,540 2,707.5 2,437.5
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　　年　度

平 6 11 14 15 16

 種類別 対6年度比対11年度比
 輸入

国産＋輸入

KL KL KL KL KL ％ ％ ％

清　　　　　酒 135 130 134 227 101 74.8 77.7 0.0

合  成  清  酒 - 8 0 0 0 - - 0.0

し ち 甲　　類 11,953 51,317 79,096 80,613 87,612 733.0 170.7 16.9

ょ ゅ 乙　　類 30 112 590 1,655 1,786 5,953.3 1,594.6 0.3

う う 計 11,983 51,429 79,686 82,268 89,398 746.0 173.8 8.5

み　り　ん - 550 767 867 1,011 - 183.8 0.9

ビ　ー　ル 327,061 40,552 28,350 26,118 27,297 8.3 67.3 0.7

果酒 果　実　酒 81,702 158,318 164,855 158,996 160,521 196.5 101.4 66.7

　 甘味果実酒 2,888 3,170 3,868 3,443 3,068 106.2 96.8 43.4

実類 計 84,590 161,488 168,724 162,440 163,590 193.4 101.3 66.0

ウキ ウイスキー 42,391 27,644 23,492 19,615 16,829 39.7 60.9 19.5

イ｜ ブランデー 9,826 5,048 4,201 3,540 3,106 31.6 61.5 27.6

ス類 計 52,217 32,693 27,693 23,156 19,934 38.2 61.0 20.5

スピリッツ類 6,267 8,954 9,202 8,831 7,991 127.5 89.2 9.8

リキュール類 6,571 10,581 16,112 17,903 21,686 330.0 205.0 3.0

　　　　 発  泡  酒 4,626 41,547 45,186 38,409 29,253 632.4 70.4 1.3

雑酒 粉  末  酒

その他の雑酒

計 9,828 49,327 54,251 47,853 40,272 409.8 81.6 1.6

合　　　　　計 498,654 355,713 384,919 369,663 371,282 74.5 104.4 3.9

(注) 本表は、「酒税課税高等報告書」によった。

9,066 9,444

31  酒類の輸入数量の推移

11,019 211.9 141.7 4.15,201 7,779
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構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

㎘ % ㎘ % ㎘ % ㎘ % ㎘ % 

吟 醸 洒 33,829 3.2 33,186 3.3 32,124 3.3 31,828 3.5 30,547 3.6

純 米 酒 65,827 6.2 59,781 6.0 55,785 5.8 57,372 6.3 56,616 6.7

純米吟醸酒 28,138 2.6 28,227 2.8 29,130 3.0 28,567 3.1 27,602 3.3

本 醸 造 酒 150,719 14.2 138,798 13.8 128,966 13.4 117,830 12.9 105,547 12.5

計 278,514 26.2 259,992 25.9 246,005 25.5 235,597 25.7 220,312 26.1

総移出数量 1,062,102 100.0 1,004,649 100.0 963,679 100.0 915,140 100.0 843,685 100.0

(注)　１．出典：「清酒の製造状況等について」（国税庁調）
　　　２．課税移出数量は総課税移出数量（実数）による。

32  特定名称の清酒のタイプ別課税移出数量の内訳表（国税局分）

1513 14
　　酒造年度

タイプ
平11 12

0

100

200

300

400

500

11 12 13 14 15 年度

千kl

吟醸酒

純米酒

純米吟醸酒

本醸造酒
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順位 国名

1 ル ク セ ン ブ ル グ 13.2 12.4 11.9 96.0
2 ハ ン ガ リ ー 10.9 11.1 11.1 100.0
3 ア イ ル ラ ン ド 10.7 10.8 10.8 100.0
4 チ ェ コ 11.0 10.9 10.8 99.1
5 ド イ ツ 10.5 10.4 10.4 100.0
6 フ ラ ン ス 10.4 10.5 10.3 98.1
7 ポ ル ト ガ ル 10.3 10.3 9.7 94.2
8 ス ペ イ ン 9.8 9.8 9.6 98.0
9 イ ギ リ ス 8.4 9.1 9.6 105.5
10 デ ン マ ー ク 9.5 9.5 9.5 100.0
11 オ ー ス ト リ ア 9.2 9.0 9.2 102.2
12 キ プ ロ ス 7.4 7.9 9.1 115.2
13 ス イ ス 9.2 9.2 9.0 97.8
14 ス ロ バ キ ア 8.9 8.7 8.8 101.1
15 ロ シ ア 8.6 8.6 8.6 100.0
16 ル ー マ ニ ア 7.4 9.9 8.5 85.9
17 オ ラ ン ダ 8.2 8.1 8.0 98.8
18 ベ ル ギ ー 8.4 8.1 7.9 97.5
19 ギ リ シ ャ 8.0 7.9 7.8 98.7
20 ラ ト ビ ア 7.7 7.5 7.7 102.7
21 フ ィ ン ラ ン ド 7.1 7.4 7.7 104.1
22 イ タ リ ア 7.7 7.4 7.4 100.0
23 オ ー ス ト ラ リ ア 7.4 7.4 7.3 98.6
24 ニュージーランド 6.8 6.6 6.9 104.5
25 カ ナ ダ 6.6 6.7 6.9 103.0
26 ア メ リ カ 6.8 6.8 6.7 98.5
27 ポ ー ラ ン ド 6.7 6.3 6.6 104.8
28 日 本 6.5 6.5 6.5 100.0
29 ア ル ゼ ン チ ン 6.4 6.3 6.3 100.0
30 エ ス ト ニ ア 5.6 5.7 6.2 108.8
31 ウ ル グ ア イ 6.0 5.8 5.9 101.7
32 ブ ル ガ リ ア 6.3 6.0 5.4 90.0
33 ア イ ス ラ ン ド 4.7 4.9 5.0 102.0
34 ス ウ ェ ー デ ン 4.9 4.9 4.9 100.0
35 チ リ 5.3 4.9 4.9 100.0
36 マ ル タ 5.2 5.0 4.9 98.0
37 ベ ネ ズ エ ラ 5.0 5.0 4.8 96.0
38 南 ア フ リ カ 4.8 4.8 4.7 97.9
39 ノ ル ウ ェ ー 5.0 4.4 4.4 100.0
40 タ イ 4.4 4.5 4.3 95.6
41 ブ ラ ジ ル 4.2 4.1 4.2 102.4
42 コ ロ ン ビ ア 4.1 4.0 3.9 97.5
43 中 国 3.8 3.8 3.8 100.0
44 台 湾 3.0 3.1 3.1 100.0
45 メ キ シ コ 3.2 3.2 3.1 96.9

2002年
2001年

           ％

33　各国別人口１人当たりアルコール飲料消費数量の推移

(アルコール分100％換算）

（注１）順位は、２００２年の数量に基づく。
（注２）本表は、オランダ蒸留酒生産局調べの資料によった。

主として
2002年

         ﾘｯﾄﾙ

主として
2000年

         ﾘｯﾄﾙ

主として
2001年

         ﾘｯﾄﾙ



【平成16年11月版用 別添11】 

34 酒類業組合等構成図表 

(1) 酒類業組合法に基づく組合 

 （国税庁所管） （国税局所管） （税務署所管） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２署以上単位含む）2

 

1

 

（東京都）

（沖縄県）

8

（２署以上単位含む）

6

6

（京滋地区、愛知三重地区、大阪奈良和歌山地区） 

（奄美大島地区）

⎝
⎜
⎛

⎠
⎟
⎞清      酒

しょうちゅう乙類

み り ん 二 種
 

⎝
⎜
⎛

⎠
⎟
⎞合 成 清 酒

しょうちゅう甲類

原料用アルコール
  

(ビ  ー  ル) 

(果  実  酒) 

甘 味 果 実 酒 

ウ イ ス キ ー 類 

ス ピ リ ッ ツ 

リ キ ュ ー ル 類 

その他の雑酒の
うちその性状が
みりんに類似す
るもの 

(全 酒 類 卸) 

(小     売) 

 

 

（沖縄県） 

(2) 主な任意団体 

(洋 酒 輸 入)  

 (果  実  酒) 

 
(み り ん 一 種) 

(ビ  ー  ル) 
全国地ビール醸造者協議会
(全国単位)TELO3(3797)0707
ビール酒造組合 
(全国単位)TELO3(3561)838
日本蒸留酒酒造組合 
(全国単位)TELO3(3281)531
山梨県ワイン酒造組合 
(県単位)TELO552(33)7306
山形県ワイン酒造組合  
(県単位)TELO237(74)4315
日本洋酒酒造組合 
(全国単位)TELO3(6202)572
日本洋酒輸入協会 
(全国単位)TELO3(3503)6505
全国味淋協会 
(全国単位)TELO3(3281)5316
日本ワイナリー協会 
(全国単位)TELO3(6202)5728
酒造組合 
(都道府県単位・27組合)
酒造組合 
(税務署単位･148組合)
酒造組合連合会 
(府県単位・20組合)
日本酒造組合中央会 
(全国単位)TELO3(3501)010
卸売酒販組合 
(複数府県単位・3組合)
卸売酒販組合 
(税務署単位・6組合)
卸売酒販組合  
(税務署単位・1組合)
卸売酒販組合 
(都道府県単位・39組合)
全国卸売酒販組合中央会 
(全国単位)TELO3(3551)3616
全国小売酒販組合中央会 
(全国単位)TELO3(3714)017
小売酒販組合連合会 
(道府県単位・45組合) 
小売酒販組合 
(都単位・１組合) 
小売酒販組合 
(税務署単位・444組合)
小売酒販組合連合会 
(県単位・１組合) 
小売酒販組合 
(税務署単位・6組合)
卸売酒販組合連合会 
(県単位・１組合) 
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１ 

面 

（住所） （電話） 
局
番

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長 殿 

報

告

者 

（氏名又は名称及び代表者氏名） 

㊞

（酒類販売管理者の氏名及び年齢） 

          （  歳） 

（酒類小売販売場の所在地及び名称） 

 

（店舗全体の面積） 

          ㎡ 

（酒類販売管理研修の受講状況） 
１：受講済  
    
 

２：未受講 

（酒類売場の面積） 

          ㎡ 

（営業時間） 

  時  分 ～  時  分 ・ 24 時間 

 

  （定休日：           ） 

（酒類販売管理者に代わる責任者の人数及び氏名等） 総数：    名

氏  名 （ 年 齢 ） 指名の基準 氏  名 （ 年 齢 ） 指名の基準 氏  名 （ 年 齢 ） 指名の基準

(   歳)  (   歳) (   歳)

(   歳)  (   歳) (   歳)

(   歳)  (   歳) (   歳)

（注）「指名の基準」欄には、次の《責任者の指名の基準》のいずれかに該当する番号を記載してください。 

《責任者の指名の基準》 

以下⑴～⑺に掲げるいずれかに該当する場合には、当該販売場において酒類の販売業務に従事する者の中から酒類販

売管理者に代わる者を責任者として必要な人数を指名し、配置してください。 

⑴ 夜間（23 時から翌日５時）において、酒類の販売を行う場合（成年者の指名をお願いします。） 

⑵ 酒類販売管理者が常態として、その選任された販売場に長時間（２～３時間以上）不在となることがある場合 

⑶ 酒類売場の面積が著しく大きい場合（100 平方メートルを超えるごとに、１名以上の責任者を指名） 

⑷ 同一建物内において酒類売場を設置している階が複数ある場合（酒類販売管理者のいない各階ごとに、１名以上の

責任者を指名） 

⑸ 同一の階にある複数の酒類売場が著しく離れている場合（20 メートル以上離れている場合） 

⑹ 複数の酒類売場が著しく離れていない場合であっても、同一の階において酒類売場の点在が著しい場合（３箇所以

上ある場合） 

⑺ その他酒類販売管理者のみでは酒類の適正な販売管理の確保が困難と認められる場合 

（免許条件） 

１：製造 ２：小売業（卸小売兼業を含む） ３：期限付小売業（免許期間：平成  年  月  日～  年  月  日） 

（小売販売場の業態等の区分） 
１：一般酒販店（酒屋、酒類専門店等）  ２：コンビニエンスストア  ３：スーパーマーケット  ４：百貨店 
５：１～４以外の量販店（ディスカウントストア等）  ６Ⓐ：業務用卸主体店、６Ⓑ：ホームセンター・ドラッグストア、
６Ⓒ：その他（                      ） 
※「６Ⓒ：その他」については、４面の記載要領の 5を参照して記載してください。 

平成  年４月１日現在（期限付酒類小売業免許を受けた者は上記の免許期間）における未成年者の飲酒防止に関する表

示基準（以下「表示基準」という。）の実施状況及び酒類販売管理者が行う助言等について、酒税の保全及び酒類業組合等

に関する法律第 91 条及び同法施行規則第 11 条の 16 の規定により報告します。また、酒類の適正な販売管理の確保のため

の取組状況及び自動販売機の設置状況等について併せて報告します。 

項     目 区 分 
※ 税務署整理欄 
（実態確認状況） 

１ 酒類の陳列場所を設けて販売している。 
(注)１ ４面の５に掲げる特殊酒類小売業免許のうち、F.G.I.J または N の免許によ

り販売している場合は、「いいえ」に「○」を付してください。 

２ 「いいえ」に「○」を付した方は、次の(1)から(4)の記載は不要です。 

は い・いいえ 

 

(1) 酒類と他の商品との売場を壁や間仕切り等で分離している。 は い・いいえ 
□ 適（□ 分離・□ 区分）

□ 不適 

(2) 消費者が酒類に触れられない状態に置き、手渡しで販売している。 は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 

(3) 酒類の陳列場所に、表示基準に則って「酒類の売場である」又は「酒

類の陳列場所である」旨の表示を行っている。 
は い・いいえ 

□ 適 

□ 不適 

表
示
基
準
の
実
施
状
況
等
① 

 

(4) 酒類の陳列場所に、表示基準に則って次の表示を行っている。 

①「20 歳以上の年齢であることを確認できない場合には酒類を販売しない」旨

②「未成年者の飲酒は法律で禁止されている」旨 

① はい・いいえ 

② はい・いいえ 

□ 適 

□ 不適 

※この報告書は１面から３面まで記載欄がありますので４面の記載要領を参照の上、記載してください。 

直近の研修受講年月日 

平成  年  月  日 
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面 

項     目 区 分 
※ 税務署整理欄 

（実態確認状況） 

２ 酒類の通信販売（インターネットを含む）を行っている。 
(注)１ この表示基準でいう「通信販売」とは、「通信販売酒類小売業免許」(4 面参

照)を付与されて行うものに限らず、一般酒類小売業者が免許条件の範囲内で
行う通信販売を含み、商品の内容・価格などをカタログ、新聞折込チラシなど
で提示し、郵便、電話、ファックスなどの方法で注文を受けて行う販売をいい
ます。 

２ 「いいえ」に「○」を付した方は、次の(1)及び(2)の記載は不要です。 

は い・いいえ  

 

(1) 酒類の通信販売（インターネットを含む）における広告、カタログ、

申込書、納品書等に、表示基準に則って「未成年者に対しては酒類を販

売しない」旨の表示を行っている。 

は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 

 酒類の購入申込書等に年齢記載欄を設けている。 は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 
 
(2) 酒類の配達を行う旨のチラシに「未成年者に対しては酒類を販売しな

い」旨の表示を行っている。 
は い・いいえ 

□ 適 

□ 不適 

表

示

基

準

の

実

施

状

況

等

② 

３ 酒類の自動販売機を設置している。 
（注）酒類の自動販売機を設置している場合は、３面の《酒類の自動販売機に対する

表示基準の実施状況等》にも記載してください。 

は い・いいえ 
□ 有 

□ 無 

１ 酒類販売管理者は、酒類販売場において酒類の販売業務に関する法令を
遵守した業務（表示基準の遵守、未成年者飲酒防止等）が行われるよう小
売業者に助言し、酒類の販売業務に従事する従業員等に対して指導を行っ
ている。 

は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 

助
言
等
の
状
況 

２ 酒類の販売業務に従事する従業員等に対して、法令の知識習得等を目的
とした研修等を実施している。 

は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 

改良型  台

改良型以外  台

《酒類の適正な販売管理の確保のための取組状況》 

項     目 区 分 
※ 税務署整理欄 

（実態確認状況） 

１ 未成年と思われる者に対して、年齢確認を行っている。 は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 

２ 直近１年以内に未成年者の飲酒防止に関するポスターを掲示したことが

ある。 
は い・いいえ 

□ 有 

□ 無 

未
成
年
者
の
飲
酒
防
止
関
係 

３ 「その他の取組」の概要 

 

 

 

 

１ 酒類の陳列場所、店頭、レ

示又は飲酒運転の防止に関す

２ 自動車等で来店したと思わ

といった一声運動を行ってい

飲
酒
運
転
の
防
止
関
係 

３ 「その他の取組」の概要 

 

 

 

 

１ リターナブルびんを使った

リターナブルびんの回収を
 

酒類の陳列場所、店頭、レ

る」旨の表示を行っている。

２ 直近１年以内に酒類容器の

がある。 

酒
類
容
器
の
リ
サ
イ
ク
ル
関
係 

３ 「その他の取組」の概要（

 

 

 

 
 
 

※上記以外の取組をしている場合にその内容を具体的に記載してください。（例）「レジに啓発のための
グッズ等を置いている」、「レジ袋に未成年者の飲酒防止啓発のための表示をしている」等 
ジ等に「飲酒運転は禁止されている」旨の表

るポスターの掲示を行っている。 
は い・いいえ 

□ 有 

□ 無 

れる者に対して「飲酒運転をしないように」

る。 
は い・いいえ 

□ 有 

□ 無 

（※上記以外の取組をしている場合にその内容を具体的に記載してください。） 

酒類を販売している。 は い・いいえ 
□ 有 

□ 無 

行っている。 は い・いいえ 
□ 有 

□ 無 

ジ等に「リターナブルびんの回収を行ってい

 
は い・いいえ 

□ 有 

□ 無 

リサイクルに関するポスターを掲示したこと
は い・いいえ 

□ 有 

□ 無 

※上記以外の取組をしている場合にその内容を具体的に記載してください。） 
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項     目 区 分 
※ 税務署整理欄 

（実態確認状況） 

１ 直近１年以内に適正飲酒に関するポスターを掲示したことがある。 は い・いいえ 
□ 有 

□ 無 
適
正
飲
酒
関
係 

２ 「その他の取組」の概要（※上記以外の取組をしている場合にその内容を具体的に記載してください。） 

 

 

１ 販売場の見やすい場所に酒類販売管理者の氏名を掲示している。 は い・いいえ 
□ 適 

□ 不適 
販
売
管
理
者 ２ 販売場の見やすい場所に酒類販売管理研修の受講事績を掲示している。 は い・いいえ 

□ 適 

□ 不適 

 

 

 

 

《酒類の自動販売機に対する表示基準の実施状況等》 

順      号 
    ※ 税務署整理欄

（実態確認状況） 

自動販売機の設置年月 
昭 
平 

年  月
昭
平

年  月
昭
平

年  月
昭
平

年  月  

自 動 販 売 機 の 種 類 改良型・改良型以外 改良型・改良型以外 改良型・改良型以外 改良型・改良型以外  

自動販売機の設置位置 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外  

未 成 年 者 の 飲 酒 は

禁 止 さ れ て い る 旨
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適 ・□ 不適

免 許 者 の 氏 名

又 は 名 称
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適 ・□ 不適

酒 類 販 売 管 理 者

の 氏 名
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適 ・□ 不適

連 絡 先 の 所 在 地

及 び 電 話 番 号
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適 ・□ 不適

表
示
基
準
の
実
施
状
況
等
③ 販 売 停 止 時 間 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適 ・□ 不適

(1) 撤廃の予定等を次

から１つ選択し記号

を○で囲んでくださ

い。 

イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ 

（イ 早急に撤廃予定 ロ 早急に改良型に切替予定 ハ 稼動させていない ニ 撤廃する予定はない） 

(2) (1)で｢ｲ｣又は｢ﾛ｣を

選択した場合には撤

廃予定日又は改良型

への切替予定日を記

載してください。 

撤廃等予定年月日

年  月  日

撤廃等予定年月日 

年  月  日

撤廃等予定年月日 

年  月  日

撤廃等予定年月日 

年  月  日 

販
売
機
の
撤
廃
予
定
の
状
況
等 

店
外
の
改
良
型
以
外
の
酒
類
自
動 

(3) (1)で｢ﾆ｣を選択し

た場合には撤廃しな

い具体的な理由を右

欄から選択し記号を

○で囲んでください。

ａ 経済的な理由（売上高の減少、撤廃・改良型切替の費用負担困難） 

ｂ 周辺地域の酒販店が撤去していない 

ｃ その他 具体的に： 

 

 

 

 

(1) 表示基準を遵守し

ない場合その理由を

次から１つ選択し記

号を○で囲んでくだ

さい。 

イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ 

※ 酒類の自動販売機を設置している場合は、次の項目にも記載してください。設置していない場合には記載する必

要はありません。 

３ 

面 

(イ 基準を知らなかった ロ 基準を理解していなかった ハ 表示し忘れていた ニ 消えていたことに気付かなかった) 

遵
守
し
な
い
理
由 

表

示

基

準

を 

(2) 表示基準を遵守し

た表示を行う予定日

を記載してください。

表示予定年月日 

年  月  日

表示予定年月日 

年  月  日

表示予定年月日 

年  月  日

表示予定年月日 

年  月  日 

 

販 売 停 止 等 の た め の 

タイマーの設置の有無 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適・□ 不適 

セレクトボタン部分への 

酒類である旨の表示の有無 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 □ 適・□ 不適 

※ ４面の記載要領を参照のうえ記載してください。 
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面 【 記 載 要 領 】 

１ 酒類小売業者の方は、酒類小売販売場ごとにこの報告書を作成し、4 月 30 日まで（期限付小売業者の方は、販売期

間終了後から１週間以内）に販売場を所轄する税務署に提出してください。 

２ 該当する「番号」、「はい」・「いいえ」、「有」・「無」等に○印を付してください。 

３ 「※ 税務署整理欄」には、何も記載しないでください。 

１面関係 

４ 「酒類販売管理研修の受講状況」欄には、酒類販売管理者の研修受講状況を記載してください。また、「直近の研修

受講年月日」欄には、直近に受講した「酒類販売管理研修」又は３年ごとの「定期研修」の受講日を記載してください。 

５ 「小売販売場の業態等の区分」欄の「その他」の（ ）内には、具体的な業態を記入してください。なお、特殊酒類

小売業免許を付与されている方は、次の区分に応じた記号を記載してください。 
記号 免 許 名 記号 免 許 名 記号 免 許 名 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

みりん小売業免許 

観光地等酒類小売業免許 

船舶内等酒類小売業免許 

駅構内等酒類小売業免許 

競技場等酒類小売業免許 

Ｆ 

Ｇ 

Ｈ 

Ｉ 

J 

船用品等取扱業者酒類小売業免許 

通信販売酒類小売業免許 

期限付酒類小売業免許 

製菓用等の原料用酒類の小売業免許

自己輸入酒類の小売業免許 

Ｋ

Ｌ

Ｍ

Ｎ

輸入品売場における輸入酒類の小売業免許 

役員及び従業員に対する小売業免許 

ゴルフ場のクラブハウス内売店における酒類の小売業免許

商店街の共同配送事業場における酒類の小売業免許 

 

６ 「通信販売酒類小売業免許」とは、「２都道府県以上の広範な地域の消費者を対象として、酒類の通信販売（商品の

内容、販売価格その他の条件をカタログを送付する等（インターネット等によるものを含む。）により提示し、郵便、

電話その他の通信手段により売買契約の申込みを受けて当該提示した条件に従って行う商品の販売をいう。）を行う場

合に限定」して付与される販売業免許です。 

７ 表示基準の実施状況等①の１の(4)の酒類の陳列場所の表示については、平成 17 年 10 月 1 日以降、「未成年者の飲酒

は法律で禁止されている」旨の表示が「20 歳以上の年齢であることを確認できない場合には酒類を販売しない」旨の

表示に改正されました。ただし、平成 17 年９月 30 日までに酒類の製造免許又は販売業免許を取得した酒類小売販売場

においては、平成 19 年９月 30 日まで従前の「未成年者の飲酒は法律で禁止されている」旨の表示によることができま

す。 

３面関係 

８ 「自動販売機の種類」欄は、設置している自動販売機が改良型自動販売機である場合には「改良型」を、改良型以外

自動販売機である場合は「改良型以外」を○で囲んでください。 

【注】 改良型自動販売機とは、対面交付した磁気カードや運転免許証を読み取ることによって稼働可能となる等、

未成年者による酒類の購入を防止することが可能と認められる自動販売機をいいます（現行の酒類自動販売機

にカードや運転免許証の読み取り装置等を装着することにより、同様の機能を有することとなるものを含みま

す。）。 

９ 「自動販売機の設置位置」欄は、設置している酒類の自動販売機が、店舗の屋内に設置され店内に入らなければ購入

することができない状態となっている場合には「店内」を、それ以外の場合には「店外」を○で囲んでください（例：

店舗の敷地内であっても屋外に設置されている場合には「店外」となります）。 

10 「店外の改良型以外の酒類自動販売機の撤廃予定の状況等」欄の(1)は、店外に改良型以外の酒類の自動販売機を設

置している場合に、その撤廃予定の状況等をイからニのうちの一つを選択し、記載欄の該当箇所を○で囲んでください。 

【参考】 全国小売酒販組合中央会は、平成７年５月に、平成 12 年５月を期限とする現行の酒類自動販売機の撤廃決議を行い、国

税庁としても、平成７年７月に「酒類自動販売機に係る取扱指針」を制定し、酒類販売業者に対して、新たに酒類自動販売

機を設置する場合においては、改良型自動販売機以外は設置しない、また改良型自動販売機以外の酒類自動販売機について

は、撤廃又は改良型自動販売機への切換えを行うよう必要な助言を行ってきています。 

11 「表示基準を遵守しない理由」欄の(1)は、「未成年者の飲酒防止に関する表示基準」を遵守していない場合に、その

理由をイからニのうちの一つを選択し、記載欄の該当箇所を○で囲んでください。 
また、今後、表示をする予定日を(2)の記載欄に記載してください。 

※ 税務署整理欄 
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